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スペインのサンチェス首相は 11

日、EU による中国製電気自動車

（EV）への関税上乗せに反対する

意向を表明した、同問題をめぐり、

EU 加盟国を分断させようとする

中国の作戦が効果を発揮し始めた

格好だ。 

これまでスペインは、中国製 EV

への関税上乗せに賛成していた。

しかし、サンチェス首相は訪問先

の中国で出席したイベントでの演

説で、貿易戦争を避けるため、同国

と他の EU加盟国、欧州委員会は同

問題について「再考」し、中国との

話し合いで解決するべきとの見解

を表明。スペインが話し合いの橋

渡し役となる用意があることを明

らかにした。 

中国政府は欧州委が 6月、中国に

拠点を置く EV メーカーが不当な

公的補助を受け、安値で EUに輸出

していると暫定認定し、中国製 EV

への関税上乗せを発表してから、

EU産の豚肉、乳製品、ブランデー

への反ダンピング（不当廉売）また

は反補助金調査を開始した。EU加

盟国が 10 月末までに EV への追加

関税の可否を採決するのを前に、

加盟国に揺さぶりをかける狙いが

ある。 

採決では、加盟国の人口に応じ

て票数を割り当てる特定多数決制

度が採用され、承認を取り付ける

ためには加盟国の 55％（15カ国） 

以上が賛成し、しかも賛成国の人

口が EU 人口の 65％以上を占める

必要がある。 

スペインにとって豚肉は主要な

輸出品目。中国が昨年にスペイン

から輸入した豚肉製品は 15億ドル

相当で、EU産では最も多い。中国

は豚肉を対象とする対抗措置に

よって、人口が多く、採決で大きな

影響力を持つスペインの方針転換

を引き出したことになる。 

EUではフランス、イタリアなど

が中国 EV への追加関税を強く支

持しているが、自動車大国のドイ

ツは中国の制裁措置発動を恐れて

反対する姿勢。このほかフィンラ

ンド、スウェーデンなども難色を

示しており、採決は予断を許さな

い情勢となってきた。 

ブルームバーグ通信は 13日、消

息筋の情報として、EUか採決を 9

月 25日に実施すると報じた。 

<EUR12324> 

 

欧州委員会は 12日、中国製電気

自動車（EV）への関税上乗せ問題

で、中国の一部の EVメーカーが追

加関税を避けるため提案した妥協

案を拒否したことを明らかにした。 

欧州委は妥協案の詳細を公表し

ていないが、EU に輸出する EV に

最低価格を設けるという内容。欧

州委の報道官は、EUは内容を検証

したが、追加関税発動を撤回する

ための要件を満たしていないと判

断し、拒否したと述べた。 

ただ、今後も問題解決に向けた

話し合いに応じるとしている。 

<EUR12325> 

 

 

EU情報

欧州委、中国EVメーカーの妥協案を拒否 

中国製EVへの関税上乗せ、スペインが反対に方針転換 
中国のEU加盟国「分断作戦」が奏功 

欧州自動車産業ニュースを読んで 

最新技術動向を把握しよう 自動車産業のニュースを厳選 

大手から中小部品メーカーまで 
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欧州中央銀行（ECB）は 12日に開

いた定例政策理事会で、ユーロ圏で

適用される政策金利のひとつである

中銀預金金利の 0.25ポイント引き下

げを決めた。利下げは 6月以来。イン

フレ率が鈍化する一方、ユーロ圏の

景気回復がもたついていることか

ら、追加利下げが妥当と判断した。 

中銀預金金利は民間金融機関が

余った資金を ECBに預け入れる際

の金利。利下げによって 3.75％から

3.5％に低下する。新金利は 18日に

適用される。 

ECB は 6 月、ユーロ圏の記録的

な物価高が収束し、鈍化が続いて

いることから約 5 年ぶりの利下げ

を実施。政策金利を 0.25 ポイント

引き下げた。前回（7月）の理事会

では金利を据え置いていた。 

今回の追加利下げは、8月のイン

フレ率が2021年7月以来、約3年ぶ

りの低水準となる前年同月比 2.2％

に縮小し、ECB が目標値とする

2.0％に大きく近づいたことが大き

い。ユーロ圏の 24年 4～ 6月期の

域内総生産（GDP）が前期比 0.2％

増にとどまり、景気の停滞が続い

ていることもあり、理事会は全会

一致で利下げを決めた。 

ECB が同日発表した最新の内部

経済予測では、ユーロ圏の予想成

長率は 24年が 0.8％、25年が 1.3％

で、それぞれ前回予測（6月）から

0.1ポイント下方修正された。一方、

インフレ率については据え置き、

24年を 2.5％、25年を 2.2％とした。

このデータが理事会の判断材料と

なったもようだ。 

一方、ECB は今回から政策金利

の枠組みを変更した。もうひとつの

政策金利である主要政策金利（民間

銀行が中銀からお金を借りる際の

金利）と中銀預金金利の金利差を調

整し、金融システムを円滑化するの

が目的で、同日の理事会では主要政

策金利を 4.25％から 3.65％に引き

下げた。これによって金利差は 0.15

ポイントに縮小する。 

ECB は今後も利下げを続けると

目されるが、ラガルド総裁は理事

会後の記者会見で 10月の再利下げ

には後ろ向きの姿勢を示した。市

場では次回の利下げが 12月になる

との見方が多い。 

<EUR12326> 

ECBが追加利下げ、中銀預金金利を3.5％に 
6月以来、インフレ鈍化・景気停滞で 
イタリアのドラギ前首相（欧州

中央銀行の前総裁）は 9日、欧州委

員会に委託されてまとめた EU の

競争力強化に向けた報告書を公表

した。技術力で差をつけられてい

を毎年、追加で投資する必要があ

るとしている。 

同氏が引き合いに出したのは、

第二次世界大戦後の欧州諸国の復

興を支援した「マーシャルプラン」

ジェクトの推進に向けて、共同で

定期的に借り入れできる仕組みの

導入などを提唱した。 

このほか、報告書は防衛力の強

化、EUの意思決定システムの効率

化、競争政策の見直しなどを課題

に挙げた。防衛力については、軍需

品の 3 分の 2 以上を米国から調達

している現状に言及。EUの投資拡

EU競争力強化、年8千億ユーロの追加投資必要 
ドラギ氏、報告書で欧州委に提言 
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る米中に対抗するため、年最大

8,000億ユーロ（約 126兆円）の追加

投資が必要などと提言している。 

ドラギ氏は 400 ページ近くに上

る報告書で、EU経済は低成長が続

き、厳しい状況にあるが、環境、デ

ジタル、防衛分野などの競争力を

強化しなければ米中に置き去りに

されると指摘。競争力強化のため、

EUの域内総生産（GDP）の最大 5％

に相当する 7,500～ 8,000億ユーロ

（正式名称：欧州復興計画）。同計

画による拠出は域内 GDP の 1 ～

2％に相当する規模だったが、EU

の現状を考慮すると、これを大き

く上回る投資が必要と指摘した。

これが実現しないと「EUはゆっく

りと苦痛を味わうことになる」と

警告している。 

追加投資は EU、加盟国と民間が

拠出するが、EUが新たに共通財源

を確保することや、各国共同プロ

大によって域内に有力な軍需企業

を誕生させ、域内での調達を増や

す必要があると指摘した。 

意思決定システムに関しては、

税制改正、新規加盟国の受け入れ

など重要事項で加盟国の全会一致

での承認が求められる現行ルール

を調整に時間がかかるとして問題

視。加盟国の人口に応じて票数を

割り当てる特定多数決制度に切り

替え、賛同した加盟国だけで先行

(次ページに続く) 
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して新政策を推進していくのが望

ましいとしている。 

企業の合併・買収（M&A）などを

厳しく制限する競争政策について

は、通信企業などの M&Aの可否を

めぐる審査の規制を緩和し、成立

しやすくする環境を整備すること

で、関連業界の統合を進め、対象企

業による投資、イノベーション（技

術革新）の増強につなげるのが得

策と提言した。業界の健全な競争

を最優先し、買収に一部事業の売

却などを求めるほか、買収を差し

止めることもある現在の方針から

の転換し、スケールメリットによ

る競争力強化を促す格好となる。 

欧州委員会は新体制が 11 月に発

足することになっている。ドラギ氏

の報告書は、向こう 5年間の経済政

策策定で参考にしていく方針だ。 

<EUR12327> 
EU の最高裁に当たる EU 司法裁

判所は 10日、欧州委員会から巨額

制裁を科された米アップルとグー

グルが同決定を不服として提訴し

た問題で、いずれの案件も欧州委

の決定を妥当とする判決を下し、

EUの勝訴が確定した。特にアップ

ルのケースは逆転勝訴となる。 

にして、法人税が低い同国に米国

以外の利益が集中するよう会計処

理を行い、税負担を軽減していた

ことを問題視したもので、当時の

EU での追徴額としては過去最大

規模だった。 

これに対してアイルランド政府

とアップルは、決定を不服として

ていたと認定した。 

一方、グーグルをめぐっては、欧

州委が 17年、インターネット検索

市場での支配的地位を乱用し、買

い物検索サービスで自社の商品比

較サイトを優先的に表示し、公正

な競争を妨げたと判断して、24 億

2,000 万ユーロの制裁金支払いを命

じた。競争法違反での制裁として

は、当時の最高額だった。 

グーグルは欧州委の決定を不服

として異議を申し立て、同年に一

米巨大IT2社との重大訴訟、EUの勝訴が確定 
対アップルでは逆転勝訴 
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欧州委は 2016年、アイルランド

政府による米アップルへの税優遇

措置を違法な国家補助と認定し、

130億ユーロの追徴課税を命じた。

多国籍企業の誘致に前のめりに

なっていたアイルランドの税務当

局が 03 年から 14 年にかけてアッ

プルに適用していた優遇措置をめ

ぐり、アップルがアイルランドの

ペーパーカンパニーを通じて製品

を仕入れ、世界各地に販売した形

EU司法裁判所に提訴した結果、下

級審の一般裁判所はアップルが国

家補助の形で特別な税優遇を受け

ていたことを示すのに必要な「法

的基準」を欧州委が提示できな

かったとして、原告側の主張を支

持し、追徴課税命令を無効とする

判決を 20年に下していた。 

これを不服として欧州委が上訴

した結果、上級審は原判決を覆し、

アップルが不当な優遇措置を受け

般裁判所に提訴したが、21 年に敗

訴した。上級審でも同社の主張が

退けられ、敗訴が確定した。 

両案件での制裁を主導した欧州

委のベステアー上級副委員長（競

争・デジタル政策担当）は 10日、

「欧州の市民と租税の正義にとっ

て大きな勝利だ」とのコメントを

発表し、今回の判決を歓迎した。 

<EUR12328> 

 

アイルランドのデータ保護委員

会（DPC）は 12日、米グーグルが

EUの一般データ保護規則（GDPR）

に違反している疑いがあるとし

て、調査を開始したことを明らか

にした。AI（人工知能）モデル開発

に際して、EU域内のユーザーの個

人情報を十分に保護しているかど

うかを検証する。 

今回の GDPR 違反を巡る調査

は、アップルの本社がアイルラン

ドの首都ダブリンにあるため、

DPCが担う。 

DPC が問題視しているのは、AI

モデル（収集されたデータを利用

して特定のパターンや相関関係を

学習するプログラム）の「PaLM

（パーム）2」。グーグルが開発し

た大規模言語モデルだ。 

DPC は同モデルが EU 内のユー

ザーの個人情報を適正に保護して

いるかについて、調査を行う。 

<EUR12329> 

 

 

グーグル、AIモデル開発でEUデータ保護規則違反か 
アイルランド当局が調査開始 
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EU 統計局ユーロスタットが 13

日に発表したユーロ圏の 7 月の鉱

工業生産指数（季節調整済み、速報

値）は前月比で 0.3％の低下となっ

た。マイナスとなるのは 2 カ月ぶ

り。前月は速報値で 0.1％の低下

だったが、横ばいに上方修正され

た。（表参照） 

分野別では中間財が 0.3％、資本

財が 1.6％、耐久消費財が 2.8％の幅

で低迷した。エネルギーは 0.3％、

非耐久消費財は 1.8％上昇した。 

EU27 カ国ベースの鉱工業生産

指数は 0.1％低下。主要国はドイツ

が 3.0％、フランスが 0.5％、イタリ

アが 0.9％、スペインが 0.7％の幅で

落ち込んだ。 

前年同月比ではユーロ圏が

2.2％、EU が 1.7％の低下となった

が、下げ幅はそれぞれ前月の 4.1％、

3.5％から縮小した。 

ユーロ圏鉱工業生産 
7月は0.3％低下 

<EUR12332> 

2月 3月 4月 5月 6月 7月

ユーロ圏 0.1 0.5 -0.2 -0.9 0.0 -0.3

EU27カ国 0.2 0.0 0.4 -1.2 0.1 -0.1

ベルギー -0.7 2.9 -0.8 1.8 -7.0 7.3

ブルガリア 0.4 -1.0 3.1 -2.5 0.1 0.5

チェコ 2.1 -1.6 0.6 -2.3 0.8 -0.9

デンマーク 1.3 -2.3 10.9 -5.9 0.5 7.0

ドイツ 0.9 -0.4 0.4 -3.1 2.0 -3.0

エストニア 2.3 0.8 -1.4 3.5 -3.4 -4.8

アイルランド -4.9 10.7 -3.2 4.7 -7.8 9.2

ギリシャ -1.7 -1.5 7.5 -2.7 1.6 2.3

スペイン 1.2 -1.3 -0.2 -0.2 0.3 -0.7

フランス 0.4 -0.2 0.6 -2.2 0.8 -0.5

クロアチア -2.5 0.5 0.0 2.5 -3.7 8.0

イタリア 0.0 -0.4 -1.2 0.5 0.5 -0.9

キプロス 0.7 2.4 -1.6 1.6 1.7 -1.6

ラトビア 2.1 -0.7 -4.9 3.3 -2.4 0.9

リトアニア -2.8 4.0 3.9 -1.1 -1.9 0.7

ルクセンブルク -1.1 4.9 -5.7 2.8 0.1 0.7

ハンガリー 3.3 -3.2 -0.6 -1.2 0.5 0.0

マルタ 2.9 3.0 0.6 0.1 0.5 -5.5

オランダ 1.0 -0.9 0.4 -0.2 0.4 -1.2

オーストリア -0.4 0.1 0.7 -1.7 1.1 1.6

ポーランド 0.0 -5.1 6.7 -2.6 1.2 -0.4

ポルトガル 0.6 2.9 -2.1 -3.0 -3.6 -1.1

ルーマニア 3.3 4.0 -1.8 -6.2 3.8 -3.4

スロベニア 2.5 -2.6 1.2 -3.4 4.2 -1.7

スロバキア 1.4 -2.0 2.8 -1.7 2.2 -2.4

フィンランド -0.1 -4.6 0.5 1.1 3.5 2.0

スウェーデン -0.7 0.4 -3.1 1.4 -0.9 0.9

鉱工業生産指数・国別変動率

 （前月比　％）
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欧州委員会は 13日、EU共通農業

政策（CAP）に基づく農家への補助

金前倒し交付について、各加盟国

が交付を増額することを認めると

発表した。異常気象で収穫が減っ

ている農家を支援するのが目的と

しているが、農業政策への不満を

募らせる域内農家のガス抜きとい

う側面もありそうだ。 

域内の農家は現在、定められた

農業補助金の直接交付の最大 50％

を前倒しで受け取ることができ

る。欧州委は同ルールを緩和し、加

盟国に 10 月 16 日から最大 70％に

引き上げることを認める。 

欧州では近年、猛暑など異常気

象で農作物の被害が増大してい

る。欧州委は資材の高騰なども重

なって農家の資金繰りが悪化して

いることから、今回の措置を決め

たと説明している。 

域内では農家が、EUが農業の発

展より環境保護を優先しているな

どとして農業政策を批判。今年に

入って抗議デモが激化し、EUは対

応に追われている。 

<EUR12330> 

欧州委員会は 9日、アルメニア人

旅行者が EU 域内を訪問する際の

ビザ（査証）取得義務免除に関する

アルメニア政府との協議を開始し

たと発表した。 

EU 加盟国は 7 月の外相理事会

で、アルメニアとビザ免除につい

て協議することを承認していた。

アルメニア人が短期滞在であれば

EU の大半の国を含むシェンゲン

協定参加国をビザなしで旅行でき

るようにする。 

EU の市民はアルメニアへのビ

ザなし渡航が認められているが、

アルメニア人は EU への旅行でビ

ザ取得が求められる。EUは 2014年

1月から、アルメニア人のビザ取得

の要件を緩和し、取得手数料を軽

減し、一部の申請者については手

数料を無料としている。協議が妥

結すれば、ビザ取得そのものが免

除される。 

ビザ免除にはアルメニアが汚職

撲滅、国境管理強化など必要な基

準を満たすことが条件となる。開

始された協議は無期限で、EUがす

べての基準を満たしたと判断する

まで続けられる。実際のビザ免除

には、EU加盟国と欧州議会の承認

が必要となる。 

旧ソ連邦諸国ではモルドバ、ウ

クライナ、ジョージアなどが EUか

らビザなし旅行制度の適用を受け

ている。 

<EUR12331> 

アルメニア人旅行者のビザ免除、同国と欧州委が協議開始 

農家補助の前倒し交付、EUが上限引き上げ 

 

 

ドイツ政府は 9日、これまで一部

の国に限定していた陸路の国境検査

をすべての隣接国に拡大すると発表

した。イスラム過激思想に感化され

た難民による殺人事件が相次ぎ、難

民申請者の流入抑制を求める声が国

民の間で強まっていることを受けた

措置。16日から 6カ月間、実施する。

ドイツ在住者であってもパスポート

を持っていないと入国できなくなる

恐れがあるため、注意が必要だ。 

ドイツはこれまで難民申請者の

主な流入ルートであるオーストリ

ア、スイス、チェコ、ポーランドの

4 カ国を対象に国境検査を行って

きた。16日からはフランス、ルクセ

ンブルク、オランダ、ベルギー、デ

ンマークの 5カ国を追加する。公共

秩序や国内の治安に深刻な脅威が

ある場合は例外措置として国境検

査を再導入できるとしたシェンゲ

ン協定加盟国出入国規則 25条に基

づく措置だ。非正規の移民流入を

抑制する狙いがある。 

その影響で国境をまたいだ通勤

や出張、物流に支障が出る懸念があ

る。独卸売・貿易業者連盟（BGA）

のディルク・ヤンドゥラ会長は『ハ

ンデルスブラット』紙のインタ

ビューで、理解できる措置だとしな

がらも、他の分野に極端なしわ寄せ

が出ないバランスの取れたものと

するよう要請した。物流業界団体

DSLVのフランク・フスター専務理

事は、欧州の生産、流通、物流プロ

セスは国境検査がないことを前提

にしていると指摘。トラックの運行

が滞る可能性があると述べた。 

<EUR12333> 

 

西欧 

独が国境検査を 
全隣接国に拡大 
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日機装は 12日、米子会社 CE&IG

グループがドイツ東部のザクセン

州ヴルツェンにある基幹工場を拡

張すると発表した。欧州でのク

リーンエネルギー向けビジネスを

加速する。来年上半期の完成を見

込む。 

ヴルツェン工場ではこれまで、

二酸化炭素（CO2）回収プラント関

連機器を製造してきた。今回の拡

張により、製造面積と生産能力を

倍増。同機器の生産能力を高める

ほか、新たに水素ステーションや、

LNG（液化天然ガス）・アンモニア

のターミナル基地などで使われる

低・脱炭素市場向け機器を製造で

きるようにする。 

米国やアジアで LNG・水素など

のクリーンエネルギーを中心とし

た事業戦略を進めてきたCE&IGグ

ループは欧州事業を強化するため

2022年 12月、液化ガス・産業ガス

関連機器・装置の設計、製造などを

手がける CRYOTEC アンラーゲン

バウを買収。欧州で液化プラント、

水素ステーション、CO2 回収のビ

ジネスを展開する基幹拠点を確保

した。 

今回の拡張はこれに続く取り組

みで、新たにクライオジェニック

ポンプの組立や熱交換器、水素ス

テーション関連機器の製造に対応

できるスペースを新設する。これ

により、欧州での LNG・アンモニア

ターミナル、水素製造プラント、水

素ステーションといったクリーン

エネルギー市場の需要に対応する

ことが可能になる。 

<EUR12334> 

伊金融大手ウニクレディトは 11

日、ドイツ政府が放出した独コメ

ルツ銀行株 4.49％を取得し、出資比

率を約 9％に拡大したと発表した。

同比率を 9.9％超に引き上げる許可

を金融監督当局に申請しており、

コメ銀株のさらなる買い増しを視

野に入れている。 

独政府はリーマンショックに伴

う金融危機で財務基盤が不安定と

なったコメ銀に総額 182 億ユーロ

の支援を行った。これに伴い同行

株を取得し、半国有化していた。 

10 日夜にアクセリレーテッド・

ブックビルディング方式で機関投

資家への売却手続きを実施し、最

も好条件を提示したウニクレディ

トが全放出株を取得した。1株当た

りの取得価格は 13.20ユーロで、前

日終値（12.60ユーロ）上回った。た

だ、国はコメ銀株を 26ユーロ強で

取得しており、売却損を出したこ

とになる。国の出資比率は 16.5％か

ら 12％に低下した。 

ウニクレディトは「両行の全ス

テークホルダーのために価値を創

出する機会を探る」との声明を出

した。アンドレア・オルセル最高経

営責任者はテレビインタビュー

で、今後の選択肢のひとつとして

完全買収があることを明らかにし

た。コメ銀側には買収への警戒感

が広がっている。 

コメ銀が独最大手のドイツ銀行

と 2019 年に合併協議を行った際

は、ウニクレディトもコメ銀に合

併を打診したとされる。 

<EUR12335> 

 

日機装が独工場を拡張、欧州のクリーンエネ向け事業加速へ 

 

伊ウニクレディトがコメ銀株取得、買収も視野に 

https://fbc.de/business/sample/
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国有企業ドイツ鉄道（DB）は 13

日、国際物流子会社 DBシェンカー

をデンマーク物流大手 DSVに売却

することで合意したと発表した。

経営資源を本業の国内鉄道に絞り

込む方針に基づき昨年末にシェン

カーの売却手続きを開始してい

た。売却益で巨額債務を圧縮する

考えだ。 

シェンカーを 143 億ユーロと評

価して取引を行う。2025 年第 2 四

半期の売却手続き完了を見込む。

同手続き完了までの金利を含める

と取引価格は 148 億ユーロに拡大

する見通し。DB史上最大の取引と

なる。 

DB は中核事業である鉄道分野

に経営資源を絞り込む方針を以前

から打ち出しており、23年 10月に

は欧州 11カ国で鉄道・バス事業を

展開する英子会社アリーバを米投

資会社アイスクエアドキャピタル

に完全売却することで合意した。 

シェンカーは DB の財務を支え

る大黒柱であり、23 年の売上高

（191億ユーロ）は DB全体の 42％

を占めた。営業利益（EIBT、調整済

み）では鉄道部門が 21億ユーロの

赤字だったのに対し、シェンカー

は 11億ユーロの黒字を計上した。 

DBの純債務は300億ユーロを超

える。シェンカーの売却益を債務

の圧縮に充てることで、財務は大

幅に改善する。 

DSV はシェンカーの買収により

世界のネットワークを拡充し、競

争力を高める考えだ。売上高はプ

ロフォーマベースで約 393 億ユー

ロに拡大。雇用規模も 7万 2,700人

増えて 14万 7,000人となる。ドイツ

には今後 3～ 5年で 10億ユーロを

投資する。 

<EUR12336> 

 

 

独自動車大手の BMW グループ

は 10日、2024年通期決算の予想を

下方修正した。ブレーキシステム

の不具合により自動車部門で追加

的な財務負担が発生することが主

因。合計で 150万台以上が出荷停止

およびリコールの対象となり、第 3

四半期に数億ユーロの追加費用が

発生する。中国市場で需要低迷が

続いていることも業績に影響して

いる。 

メディア報道によると、不具合

が発生したのは、独自動車部品大

手のコンチネンタルが供給してい

るインテグレーテッドブレーキシ

ステム（IBS）で、BMWは 3月にす

でに当該システムの不具合を理由

にドイツで 4万 7,000台、米国で約

8万台のリコールを実施していた。

さらに厳密な調査を進めた結果、

大規模な対応が必要となった。 

対象となる 150 万台は BMW グ

ループ全体の通期の乗用車販売

（2023 年： 255 万台）の半数以上

に相当する。すでに出荷済みの約

120 万台に加え、出荷前の約 32 万

台が対象となる。 

具体的には、BMWグループの自

動車部門の通期予想を下記に下方

修正した： 

◇出荷台数：前年をやや下回る

見通し（従来予想：前年をやや上

回る見通し） 

◇ EBIT ベースの利益率： 6 ～

7％（従来予想： 8～ 10％） 

◇ RoCE（使用資本利益率）： 11

～ 13％（従来予想： 15～ 20％） 

◇フリーキャッシュフロー： 40

億ユーロ以上（従来予想： 60 億

ユーロ） 

◇最終利益：前年を大幅に下回

る見通し（従来予想：前年をやや

下回る見通し） 

 

■ 自動二輪部門も 

通期予想を下方修正 

  

同社はこれに加え、自動二輪部

門についても通期予想を下方修正

した。中核市場である中国と米国

における業績低迷を理由としてい

る。具体的には、◇出荷台数：前年

並みにとどまる見通し（従来予

想：前年をやや上回る見通し）◇

EBITベースの利益率： 6～ 7％（従

来予想： 8～ 10％）◇RoCE（使用資

本利益率）： 14～ 16％（21～ 26％）

――に修正した。 

<EUR12337> 

独BMWグループ、通期予想を下方修正 

ドイツ鉄道が物流子会社シェンカーをDSVに売却 
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ヤンマーグループは 5日、傘下の

空調・発電設備メーカー、ヤンマー

エネルギーシステムを通じ、チェ

コの投資会社ジェット・インベス

トメントから同国のコージェネ

レーションメーカー、TEDOMを完

全買収することで合意したと発表

した。エネルギー分野におけるグ

ループの地位を強化する。規制当

局の承認を経て取引が成立する。 

TEDOM は分散型エネルギーシ

ステムの包括的な製品ソリュー

ションとメンテナンスサービスを

提供する。発電、電力・ガス販売、

サステナビリティ・コンサルティ

ングなどのサービスも手掛ける。

従業員は約 1,000人。チェコのほか

ドイツ、ポーランド、スロバキア、

米国、英国、カザフスタンで事業を

展開している。2024 年は約 3 億

1,500 万ユーロの売上高を見込んで

いる。 

ヤンマーエネルギーシステムの

ピーター・アーセン責任者は、

「TEDOM が持つコージェネおよ

びエネルギーサービスに関する専

門知識と、ヤンマーのグローバル

ネットワークや革新技術を持ち寄

り、相互に補完し合うことで、将来

の成長に向けた強固な基盤を創り

出す」と述べた。 

<EUR12338> 

 

ハンガリーのアツェミル（Acemil）

グループが鉄道車両大手の中国中

車（CRRC）の子会社 2社と合弁生産

する。欧州における機関車や車両の

更新が加速するのを見込み、ハンガ

リーに工場を設けて需要に応える

狙い。来年から生産を始める。長期

的に、完成品の付加価値の 51％以上

を欧州で生み出せるよう、体制を整

えていく。 

中国中車株洲電力機車（CRRC 

ZELC）とは機関車や電車の生産で

提携する。研修訓練施設および研

究開発所の設置も前向きに検討し

ているという。 

CRRC は、20 年に買収した独

フォスロー・ローリング・ストック

（旧フォスロー・ロコモーティブ

ス）を通じて欧州連合（EU）内の鉄

道会社に製品を納入しているが、

大型受注には至っていない。EU市

場向けで有力とみられる幹線用機

関車、操車、電車、ダブルデッカー

列車のすべてをハンガリーで生産

したい意向だ。同時に、保守サービ

ス体制も整える。 

アツェミルのダーヴィド・コ

ヴァーチ取締役によると、欧州で

走る機関車の数はおよそ5万5,000

両。平均車齢は西欧で 20～ 23年、

東欧で 35年、ハンガリーに限ると

40～ 50年に上る。欧州で計画され

るグリーン・トランジションを実

現するには機関車の更新が必要だ

が、既存の車両メーカーだけでは

需要をまかなえないとみて、商機

をうかがっている。 

アツェミルは、中国中車の子会

社である青島四方機車車両（CRRC 

Shandong）とは、貨車の合弁生産で

合意した。従来の提携関係を拡大

するもので、CRRC ZELCとの合弁

工場とは別に、工場を整備する。

2025年 1～ 3月期（第 1四半期）に

も操業を開始するという。CRRC 

Shangdongは中国企業として唯一、

貨車の欧州技術仕様（TSI）の認定

を受けている。 

コヴァーチ取締役は、連結・解放

の人手を省けるデジタル自動連結

器（DAC）が今後普及していくなか

で、貨車の需要が拡大すると見込

む。欧州で使われている貨車 50万

両の車齢が平均で 40年を超えてい

るため、連結器を換装するのでは

なく、貨車全体を更新する鉄道会

社が多いと考えられるからだ。同

取締役の見方では、今後 10年で 10

万両の需要がある。既存のメー

カーの持つ年間生産能力が合わせ

て 6,000～ 8,000両であることを踏

まえ、市場に食い込む余地は十分

とみている。 

アツェミルは 2022年、中国・欧

州間の鉄道貨物輸送を目的に設立

された。物流のほか、鉄道車両生

産、エネルギー、IT の各事業を傘

下に持つ。全株式をプライベート

エクイティ・ファンドが保有して

いる。 

<EUR12339> 

 

中国中車子会社2社、ハンガリーで鉄道車両を現地生産 

ヤンマー、チェコのコージェネメーカーを完全買収 

 

東欧・ロシア・その他 
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ルーマニアのトランスエレクト

リカ、ジョージア国営送電会社

（GSE）、アゼルバイジャンのアゼ

ルエネルジ、ハンガリーの MVMの

4社は 3日ブカレストで、黒海海底

に高圧直流送電（HVDC）インター

コネクタを敷設するための合弁会

社「グリーンエナジー・コリドー・

パワー・カンパニー」を設立する株

主間契約に調印した。4カ国の送電

網を相互に接続して電力供給の安

定性を高め、再生可能エネルギー

の利用拡大を支援する狙い。 

合弁会社はまず、事業化調査を

実施する。最初の報告を 11月にア

ゼルバイジャンの首都バクーで開

かれる国連気候変動枠組条約第 29

回締約国会議（COP29）で公表する。 

工事はルーマニアとジョージア

を結ぶ区間から着工。それぞれ、ハ

ンガリーとアゼルバイジャンまで

延設する。ジョージアによると、総

工費は推定 200 億ユーロで、2029

年末の稼働を見込む。 

今回のプロジェクトは、2022 年

12 月、欧州送電事業者ネットワー

ク（ENTSO-E）が黒海をインターコ

ネクタ計画の対象に指定したのを

受けて始動した。欧州連合（EU）の

支援を受けており、ブルガリアも

参加を検討している。 

<EUR12340> 

 

ブルガリアはドイツとエネル

ギー分野での提携を拡大する。ウ

ラジーミル・マリノフ・エネルギー

相は 8日、ギリシャのテッサロニキ

でドイツのロベルト・ハーベック

経済・気候相と会談し、エネルギー

安全保障から脱炭素、グリーンエ

ネルギー開発まで広範な課題に共

同で取り組むことで合意した。 

ブルガリアでは 2021年以来、政

府と国内外の企業が協力し、経済

の脱炭素化を図るため数百億ユー

ロ規模のプロジェクトを開発して

きた。その多くは西部と南部にあ

る産炭地の変革に向けた太陽光発

電やグリーン水素発電の導入に関

連している。一方、同国では 10月

に過去 3 年で 7 度目となる総選挙

が行われるなど政治的な混乱が続

いており、環境事業を含む 50 億

ユーロ規模の景気刺激策が宙に浮

いたままとなっている。 

マリノフ・エネルギー相は同

日、ギリシャのテオドロス・スキ

ラカキス環境エネルギー相とも

会談し、同国北部アレクサンド

ルーポリ港の浮体式 LNG 貯蔵・再

ガス化設備（FSRU）が 10 月 1 日に

稼働を開始するとの見通しを共

有した。ブルガリアはロシア産ガ

スに対するルーブル払いの要求

を拒否した後、同国からの供給が

途絶している。 

<EUR12341> 

 

 

4カ国が共同で黒海海底電力線を敷設、電力網を接続 

ブルガリアとドイツ、エネルギー分野で広範に提携 

 

米半導体大手アドバンスト・マ

イクロ・デバイセズ（AMD）は 10

日、セルビアに開発センターを設

置すると発表した。首都ベオグ

ラードと南部のニシュの 2 カ所に

開設し、合計で 90人のソフトウエ

アエンジニアを雇用する予定。投

資額は明らかにされていない。 

開発センターでは、データセン

ター用の高速処理ハードウエア

（アクセラレータ）「AMD Instinct」

や画像処理装置（GPU）「AMD 

Radeon」などの主力製品向けにソ

フトウエアの最適化に取り組む。 

AMDは 6月、競合のエヌビディ

アに対抗するため、今後数年をか

けて人工知能（AI）チップの開発に

取り組む計画を明らかにした。ア

ンドレイ・ズドラフコビッチ最高

ソフトウエア責任者によると、セ

ルビアのエンジニアもAIチップの

開発に従事する。 

同社は 2021年、ルーマニアに開

発センターを開設している。 

<EUR12342> 

米半導体大手AMD、セルビアに開発拠点設置 
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欧州為替・株価指標        ＜2024年9月2日～13日＞ 

対ポンド

対スイスフラン

対日本円

FTSE 100 （ロンドン）

出所：欧州中央銀行、ロンドン証券取引所、ロンドン国際石油取引所

ブレント原油 （先物／1バレル当たり／単位：ドル）                                

対ドル

ユーロ相場       

1.1061 

1.1035 1.1050 
1.1097 1.1103 

1.1043 1.1031 1.1043 1.1016 
1.1081 

2日 3日 4日 5日 6日 9日 10日 11日 12日 13日

0.8422 0.8409 0.8425 0.8432 0.8429 0.8437 
0.8427 0.8438 0.8446 0.8448 

2日 3日 4日 5日 6日 9日 10日 11日 12日 13日

8,353.18 
8,286.60 

8,219.26 8,241.71 
8,168.42 8,181.47 8,195.13 8,169.96 8,193.94 8,230.75 

2日 3日 4日 5日 6日 9日 10日 11日 12日 13日

77.52 
73.75 72.70 72.69 71.06 71.84 

69.19 
70.61 71.97 71.61 

2日 3日 4日 5日 6日 9日 10日 11日 12日 13日

0.9415 0.9409 0.9396 

0.9390 0.9365 0.9376 
0.9349 0.9358 

0.9414 

0.9387 

2日 3日 4日 5日 6日 9日 10日 11日 12日 13日

162.56 161.26 160.26 159.20 158.93 158.53 157.81 156.60 
157.02 156.17 

2日 3日 4日 5日 6日 9日 10日 11日 12日 13日
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